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[事実の概要]
原告 (Ｘ) の妻は地方公務員であったが, 精神障害を発症し自殺した｡
これは公務災害として認定された｡
Ｘは, 地方公務員災害補償法 (以下 ｢地公災法｣ という) に基づき,














を要求している (以下 ｢生計維持要件｣ という)｡






と定めている (以下 ｢本件年齢要件｣ という)｡ これに対し, (職員た
る) 夫死亡の場合の妻は, 上記のとおり年齢と関係なく受給できる (以
下 ｢本件区別｣ という)｡





ず) 同年金を不支給 (一時金のみ支給) とする処分を受けた｡
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同一の事由により他の社会保障給付をも受給できる場合においても併給
が禁止されていない (調整前の年金額の８割以上を受給可能) など, 純
然たる社会保障給付とは一線を画するものといえる｡ しかし他方, 地方
公務員災害補償制度の形成の経緯 (従前の各職種分野の業務災害保険制






それにより, ｢ [遺族補償年金制度について] どのような立法措置を
講じるかの選択決定は, 上記制度の性格を踏まえた立法府の合理的な裁







という趣旨の本件区別は, どこに根拠があるのか｡ 判決文中で, 国会で









就業の機会や労働条件 (給与等) を言うならば, 現在でも, 男性と女
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るに至っている｡ 他方, 男性であっても, リストラで失職したり, 非正
規雇用で不安定就労を甘受しているケースも, 今日にあっては決して珍






そうすると, 専業主婦世帯であること, 又, 夫が定年まで終身雇用で







か, という点については, そのようなことが ｢あるといえなくはない｣
とされている｡ しかし, たとえ現実にそういう差異があったとしても,










｡ 判決文中では, たとえば, 平成年度から,
児童扶養手当が父子家庭にも支給されるよう改められたという情勢にも
言及されている｡








なお, 憲法条１項後段の ｢５つの列挙事由｣ の法的意味について,












しかし, 本判決は, 立法制定当初でも, ｢生計自立能力のある妻／な








ら, 給付開始を [歳まで] 先延ばしにするなど) 対応は可能ではない
か, と思うのだが (専業主婦世帯ならば, 別段不利益になるようなこと
はなさそうである), そのような発想が出てくる時代ではなかったとい
うことだろうか｡
又, 本件区別について, ｢女性を有利に扱う別扱い｣ というとらえ方
がされているが, 筆者に言わせれば, むしろ ｢男性を (不当に) 不利に





｡ この辺は, つまるところ ｢平等とは何か｣ とい
う古典的な問題に帰着しそうである｡
[註]
(１) 本判決の解説・評釈として, 大林啓吾・平成年度重判頁, 下川和男・
賃金と社会保障号頁など参照｡
(２) この判決は, 社会保障立法について単に, ｢････立法府の広い裁量にゆ
だねられており｣ と述べており, ニュアンスの違いを看取させる｡ 評釈と
して, 尾形健・憲法判例百選Ⅱ [第５版] () 頁など参照｡
(３) 判例時報号頁 [頁]
(４) 判例時報号頁 [頁]




(６) 前掲 (註１) 大林啓吾評釈 [頁]
(７) 前掲 (註１) 大林啓吾評釈 [頁]
(８) 前掲 (註１) 大林啓吾評釈 [頁]
(９) 前掲 (註１) 下川和男評釈 [
頁] は, ｢女性公務員差別｣ と見ている
ようである｡
中京法学巻１・２号 (年) ()
※ 労災保険法条の２第１項, 国家公務員災害補償法条１項は, いずれも
地公災法条と同様に, 従業員ないし職員たる妻死亡の場合の夫については,
受給資格として, ｢歳以上であること｣ と規定しており, 本件訴訟の動向
によっては影響を受けることが予想される｡
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